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参考資料 

■資格取得・資格喪失等の際の掛金・負担金の取扱い 

 

例１ 資格取得（月の中途で資格取得した場合の取扱い） 

  

6/1     6/26     6/30  その者にかかる掛金、負担金はその資格取得した日の属する月 

資格取得       から共済支部に払い込むこと。 
 
 
 

例２ 資格喪失（資格喪失した日の属する月の取扱い） 

  

6/1      6/26     6/30    その者にかかる掛金、負担金は徴収しない。 
     資格喪失 
 
 

例３ 同一月に資格取得及び資格喪失した場合 

   

6/1   6/10     6/25   6/30 その者にかかる当該月の掛金、負担金は徴収する。 

資格取得   資格喪失 
 
 

例４ 人事異動（月の中途で人事異動があった場合） 

   

6/1   6/10     6/21   6/30 （一般会計） 

異動    給与支給     その者の給料を支給した所属所において掛金、負担金を払い込 

むこと。 

 
 
 

例５ 特別会計及び一般会計間の異動並びに特別会計相互 

（Ａ）   （Ｂ）      間の異動により給料を日割計算で支給した場合 

給与支給 給与支給 

6/1       6/15       6/30   その者にかかる掛金、負担金はその者がその月の初日（Ａ）に 

  異動         属していた所属所において払い込むこと。 
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例６ 月の途中で他の組合（国の組合を含む。）へ異動した場合 

（Ａ）   （Ｂ） 

地共済 他共済 

6/1       6/15       6/30  その者にかかるその月の掛金、負担金は異動後の組合（Ｂ）に 

異動        払い込むこと。 

 

■会計年度任用職員掛金控除の例 

 （Ａ） ４月１日に採用する職員の場合         

    
    

    4/1採用   4/10    4/30  5/10                                  5/31（5月分納期限） 

                                 

                              報酬支給（４月実績分）。任用月分（４月分）と５月分の２か月分の掛金を

控除し、５月末日までに地共済へ払い込む。 

 

 （B） 3 月 3１日付けで退職する（再度の任用等がない）職員の場合          

   
   

    3/1       3/10                           3/31(退職)          4/10                 

                                                           

                           報酬支給（３月実績分）。４月分掛金は発生しないため控除しない。 

   報酬支給（２月実績分）。３月分掛金として控除し、３月末日までに地共済へ払い込む。                 

 

 （C） 月中途で退職する職員の場合         

    
    

       2/1    2/10               2/28         3/10               3/15（退職）           

                                            報酬支給（２月実績分）。３月分掛金

は発生しないため控除しない。  

           報酬支給（1 月実績分）。２月分掛金として控除し、２月末日までに地共済へ払い込む。 
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■育児休業等掛金免除申出の取扱い 

（Ａ） 6月      7月      8月   9月      10月 
       
       

          6/15        7/2                  9/14 

              育休開始    申請       育休終了（翌日9/15） 

               （育児休業に係る子が３歳に達する日が９/14） 

 
※育児休業掛金免除期間   ６月～８月まで 

 
 
（Ｂ） 6月     7月      8月   9月       10月 

      
      

          6/15        7/2                          9/30 

              育休開始    申請          育休終了（翌日10/1） 

                            （育児休業に係る子が３歳に達する日が９/30） 

 

※育児休業掛金免除期間   ６月～９月まで 

 

育児休業者の掛金免除は、育児休業を開始した日の属する月から育児休業が終了する日の翌日

の属する月の前月までとなる（当該育児休業に係る子が３歳に達する日までに限る）但し、「育児休業

掛金免除（変更）申請書」による申出をした場合に限る。 

 
【令和４年10月１日改正以降】 
 育児休業を開始した日の属する月とその育児休業が終了する日の翌日が属する月とが同一の

場合、その月に14日以上育休を取得していれば、その月の掛金は免除。 
10月                 10月 

        
   （14日以上）  

     10/5                10/25 

          育休開始        育休終了（翌日10/26） 

 

※育児休業掛金免除期間   10月 
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■標準報酬月額の取扱い 

１ 組合員が受けた報酬（給料＋諸手当）に基づき決定される。 

   （月の途中に採用された場合は、月の初日に受けることができたであろう手当も含めて算定する） 

２ 掛金、負担金の基礎となる標準報酬月額には調整額も含まれるものである。 

３ 給料の全部又は一部が支給されない場合においても、標準報酬月額は変わらないものものとして取扱う

こと。（減額せず。） 

■「標準報酬制」以前の掛金、負担金の算定（平成 27 年９月まで） 

１ 掛金については個々の基礎給料額の差額に掛金率を乗じて得た額とする。 

    （基礎給料額＝本俸＋調整額＋差額基本手当＋経過措置額） 

２ 負担金については、組合員の基礎給料額の総額（掛金の標準となった総額）に負担金率を乗じて得た

額とする。 

■公益法人等派遣職の取り扱い 

例１ 月の途中で一般組合員から公益法人等派遣組合員に異動になった場合の取り扱い 
    初日               月中 

一般組合員 ・ 給料額 Ａ 派遣組合員 ・ 給料額 Ｂ 
 

 

子ども・子育て拠出金 
Ａ（一般組合員・給料額）により算定 

※ 組合は徴収不要 

 
 
 
例２ 月の途中で公益法人等派遣組合員から一般組合員に異動になった場合の取り扱い 
    初日               月中 

掛金・負担金率 基礎となる給料 事業主負担分の負担先 

短期 一般組合員に係る率 
Ａ（一般組合員・給額） 

（月の初日） 
地方公共団体 

長期 一般組合員に係る率 
Ａ（一般組合員・給料額） 

（月の初日） 
地方公共団体 
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派遣組合員 ・ 給料額 Ｂ 一般組合員 ・ 給料額 Ａ 
 

 

子ども・子育て拠出金 
Ｂ（派遣組合員・給料額）により算定し、 

組合が派遣先から徴収 

掛金・負担金率 基礎となる給料 事業主負担分の負担先 

短期 
一般組合員に係る率 

 

Ｂ（派遣組合員・給料額） 
（月の初日） 

派遣先 

 

長期 一般組合員に係る率 
Ｂ（派遣組合員・給料額） 

（月の初日） 
派遣先 
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年 月 日

令和 年 月 日

令和 年 月 日

・

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

令和 年 月 日

 １ 出産日の確認できる書類等の写しを添付してください。

 ２ 出産予定日と出産日が異なる場合は、出産日の確認できる書類等の写しを添付し、

　　「産前産後休業掛金免除変更申出書」を提出してください。

所属所長
氏 名

職 名

出 産 予 定 日

出　　産　　日

出  産  種  別 単　胎 多　胎

記 号 番 号

所属 機関

名 称

所 在 地

（出産予定日と出産日が同一の場合）

出 産 証 明

組 合 員

氏 名
組 合 員 証

地・沖縄

生年月日

公印
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別紙様式第４号

円

円 令和 年 月 日

円 ～

円 令和 年 月 日

円

円

上記のとおり還付請求します。

令和　　　　年　　　　月　　　　日

地方職員共済組合沖縄県支部長　　　殿

住 所

所属所

氏 名

（注）　この請求書は、超過納付額証明書を添付のこと。

還 付 事 由

（本人記入用）

納 付 期 間

項

目

掛 金 還 付 請 求 書

超 過 納 付 額

短 期 掛 金

振込金融機関及び
支 店 名

退職等年金掛金

口 座 名 義 人

計

介 護 掛 金

長 期 掛 金

厚生年金保険料

ﾌ　　ﾘ　　ｶﾞ　　ﾅ

預 金 種 別

口 座 番 号
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別紙様式第５号

短 期 掛 金 介 護 掛 金 長 期 厚 生 年金 保険 退職等年金 合 計

0

0

0

0

0

計 0 0 0 0 0

　　上記のとおり超過納付したことを証明します。

　　　　　　　令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日

　　地方職員共済組合沖縄県支部長　　殿

住 所

所 属 所 名

所属所長氏名
公印

超 過 納 付 額 証 明 書

氏 名 納 付 月日 月分
超 過 納 付 額
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（注）１　満４０歳から６４歳までの組合員又は被扶養者の方が介護保険第２号被保険者の資格喪失事由に該当する

　　　　こととなった場合、または資格喪失した者が資格喪失事由に該当しなくなった場合は、各事由別に証明書の

　　　　写しを必ず添付し届け出てください。なお、満４０歳未満又は６５歳以上の方は届け出る必要はありません。

　　　（１）「国内に住所を有しなくなった」とき　　　　　　　　　　「住民票除票」

　　　（２）「国内に住所を有することになった」とき　　　　　　　　「住民票」

　　　（３）「身体障害者療養施設など適用除外施設に入所した」とき　「施設入所証明書（施設長発行の証明書）」

　　　（４）「身体障害者療養施設など適用除外施設を退所した」とき　「施設退所証明書（施設長発行の証明書）」

　　　（５）「在留資格３か月以下の短期滞在外国人である」とき　　　「旅券その他在留資格を証する書類」

　　　（６）「在留資格３か月以下の短期滞在外国人でなくなった」とき「旅券その他在留資格を証する書類」

　　　２　件名の「資格喪失」又は「資格取得」のいずれかを抹消してください。

　　　３　「資格喪失事由」又は「資格取得事由」欄のいずれかの□にレ印を付して、その年月日を記入してくださ

　　　　い。

　　　　※　資格喪失した年月日とは「国内に住所を有しなくなった」日（住民基本台帳から抹消した日）又は「身

　　　　　体障害者療養施設など適用除外施設に入所した」日の翌日です。

　　　４　「住所」欄には、「国内に住所を有しなくなった」場合はその前の住所、または、「国内に住所を有する

　　　　ことになった」場合はその際の住所を記載してください。

1 2

組合員証番号

（地方職員共済組合）

申請年月日　令和　　　年　　　月　　　日

介護保険第２号被保険者　資格喪失・資格取得　届出書

(ﾌﾘｶﾞﾅ)

?

住　　所組合員氏名

郵便番号

　　　昭和
　　　　　　　　年　　　月　　　日生
　　　平成 昼間連絡先TEL

組 合 員
生年月日

内　容　記　入　欄

該 当 者 氏 名
(本人を含む)

該 当 者 氏 名

該 当 者 氏 名

資格喪失した
事由及び年月日

資格取得した
事由及び年月日

□１.国内に住所を有しなくなった

□２.身体障害者療養施設など適用除外施設に入所した
　　 施設名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□３.在留資格３か月以下の短期滞在外国人である

□１.国内に住所を有することになった

□３.在留資格３か月以下の短期滞在外国人である

令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日

□２.身体障害者療養施設など適用除外施設を退所した
　　 施設名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

処

理

審

査

受

付

共
済
組
合

処
理
欄

該当者生年月日
及　び　続　柄

該当者生年月日
及　び　続　柄

該当者生年月日
及　び　続　柄

昭和
平成

年　　　月　　　日

続柄（　　　　　）

年　　　月　　　日

続柄（　　　　　）

昭和
平成

年　　　月　　　日

続柄（　　　　　）

昭和
平成

 



第７編 掛金及び負担金 

7-37 

 

R5.4現在

所属所
番号

所属所名
所属所
番号

所属所名
所属所
番号

所属所名

149 総務事務センター（１）

知事部局本庁（10） 知事公室（１） 農林水産部（24）

139 知事公室本庁（秘書課） 9 消防学校 66 北部農林水産振興センター

1 総務部本庁（総務私学課） 総務部（８） 69 宮古農林水産振興センター

10 企画部本庁（企画調整課） 114 宮古事務所 70 八重山農林水産振興センター

12 環境部本庁（環境政策課） 115 八重山事務所 136 海洋深層水研究所

148 子ども生活福祉部本庁（福祉政策課） 2 東京事務所 64 畜産研究センター

146 保健医療部本庁（保健医療総務課） 4 自治研修所 72 農業研究センター

55 農林水産部本庁（農林水産総務課） 5 名護県税事務所 73 農業研究センター名護支所

89 商工労働部本庁（産業政策課） 6 コザ県税事務所 75 農業研究センター宮古島支所

143 文化観光スポーツ部本庁（観光政策課） 7 那覇県税事務所 76 農業研究センター石垣支所

104 土木建築部本庁（土木総務課） 8 自動車税事務所 83 森林資源研究センター

環境部（１） 86 水産海洋技術センター

県議会事務局（１） 124 動物愛護管理センター 87 水産海洋技術センター石垣支所

118 議会事務局総務課 子ども生活福祉部（12） 56 中央卸売市場

監査委員事務局（１） 13 北部福祉事務所 125 病害虫防除技術センター

121 監査委員事務局 14 中部福祉事務所 67 中部農業改良普及センター

人事委員会（１） 15 南部福祉事務所 68 南部農業改良普及センター

120 人事委員会事務局 16 宮古福祉事務所 58 中央家畜保健衛生所

選挙管理委員会（１） 17 八重山福祉事務所 61 家畜衛生試験場

128 選挙管理委員会 20 女性相談所 62 家畜改良センター

労働委員会（１） 21 若夏学院 71 農業大学校

119 労働委員会事務局 23 中央児童相談所 78 中部農林土木事務所

出納事務局（１） 22 コザ児童相談所 79 南部農林土木事務所

116 出納事務局会計課 25 身体障害者更生相談所 85 南部林業事務所

病院事業局（７） 94 計量検定所 126 栽培漁業センター

47 病院事業局（病院事業総務課） 137 平和祈念資料館 文化観光スポーツ部（１）

48 北部病院 保健医療部（９） 144 博物館・美術館

49 中部病院 44 衛生環境研究所 土木建築部（７）

51 南部・こども医療センター 42 総合精神保健福祉センター 105 北部土木事務所

52 精和病院 43 中央食肉衛生検査所 106 中部土木事務所

53 宮古病院 131 北部食肉衛生検査所 107 南部土木事務所

54 八重山病院 150 北部保健所 108 宮古土木事務所

企業局（１） 151 中部保健所 109 八重山土木事務所

117 企業局総務企画課 152 南部保健所 110 下地島空港管理事務所

その他（４） 153 宮古保健所 112 下水道事務所

122 職員労働組合 154 八重山保健所

123 地方職員共済組合 商工労働部（５）

138 那覇港管理組合 92 大阪事務所

142 沖縄県離島医療組合 95 工業技術センター

145 工芸振興センター

97 具志川職業能力開発校

98 浦添職業能力開発校

（全97ヶ所）

※ 病院事業局、企業局、その他 を除く 知事部及び各種委員会等について

　　○掛金･負担金に係る事項、事業報告

地 共 済 所 属 所 一 覧

     本務職員、臨時任用職員、再任用、任期付き職員……総務事務センターが取りまとめの所属所となり、

     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務事務センターから地共済へ提出する。

　　 会計年度任用職員……各所属所から地共済へ提出する


